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監視情報の告知がもたらす
放置駐輪の抑制による規範意識調査

桑原 周1 金井 秀明2

概要：本稿では都市部での駐輪管理を対象に，タブレットやスマートフォンの携帯端末を用いた追跡情報
の告知システムを提案する．従来では駐輪 1台ごとに駐輪履歴の紐付けを行うことは困難であり，駐輪規
範の改善には強制撤去などの即時的な手法を用いる事が主であった．そこで，駐輪場での放置駐輪自転車
の行動履歴情報を，携帯端末内に登録する追跡情報システムを構築した．このシステムを活用し，駐輪行
動履歴の個別告知を実施し，その駐輪規範の改善効果を測定した．その結果，監視情報の告知前後の駐輪
状況を比較したところ，監視情報の告知後 6週間後において放置駐輪が 5割ほど減少していることが確認
され，質問紙調査を実施したところ，システムの対象ユーザも規範の改善を実感している事実が明らかに
なった．この知見に基づいて，監視情報が与える社会的ジレンマ状況下の行動規範改善について検討し，
本稿で報告する．

1. はじめに
エネルギー問題が深刻化してきた現代において，自転車
は環境に優しいエコな交通移動手段として，通勤通学や買
い物をはじめとした日常生活に広く浸透してきている．一
方で，自転車の利用総数の増加とともに，多くの問題も発
生している．
　都市部の駅前や大きな商業施設周辺などの自転車利用が
多く見込まれる地域では，施設の利便性と景観を損なう問
題や，自転車を長期間放置する問題が起きている．比較的
敷地の広い商業施設，市町村役場，学校の各々の利用者が
使用する駐輪場では，非施設利用者が駐輪場を占有し，駐
輪場設置者の想定していない駐輪が行われることがある．
その結果として，施設利用者の駐輪が行えない状況に陥る
場合がある．各地方自治体による対策としては，放置自転
車の規制，強制的な自転車撤去や有料駐輪場の設置といっ
た方法が主である．これらの対策も十分な成果を出す事例
は少ない．さらに，これらの対策を効果的に行うには莫大
な財政的・人的費用が必要であり，地方自治体が負担でき
る状況にない場合がほとんどである．例えば，東京都 [1]

では，駐輪場の整備や放置自転車の定期的な撤去処分など
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図 1 駐輪場における規範の悪化

の施策を行っている．平成 25年度に撤去した放置自転車
および原動機付自転車は 596,121台で，放置自転車の減少
へ向けた対策には 150.1億円 (平成 24年度決済額)の費用
を要している．駐輪問題の解決に向けた駐輪場新設は，経
済的コストが発生し，利用者は利用料金を払わなくてはな
らない．
　これまでの監視罰則を用いた放置駐輪に関する研究 [2]

では，調査期間が 3ヶ月程度と短期であり，定量的評価が
主であった．本論文では，6ヶ月以上の長期にわたる定量
的評価と，駐輪場利用者に対しての，質問紙による定性的
調査の結果について述べる．

2. 社会的ジレンマ状況
2.1 一般的な社会的ジレンマ状況
本研究で扱う放置駐輪問題は，一般的に社会的ジレンマ
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と呼称される現象に分類される．本稿では社会的ジレンマ
を「個人の短期的利益の追求行動が，全体の長期的利益を
損なうような社会状況」と定義する．
　社会的ジレンマ状況の特徴として，個々人が短期的な利
益を追求することで，集団としてもたらされるであろう利
益が逆に減少してしまうという点が挙げられる．従来研究
から，このような社会的ジレンマ状況下においては個人利
益の追求ではなく，全員が協調して利益を分配するべきで
あると考えられている．
　社会的ジレンマ状況に分類される社会問題は多岐にわた
り [3]，世界規模の問題では二酸化炭素の排出権取引などが
ある．本研究では，放置駐輪問題に焦点を当て，規範改善
の効果を実証的に検証することを目的とする．

2.2 放置駐輪問題と社会的ジレンマ状況
自転車利用者の駐輪行動と駐輪場の関係を考える．人は
自転車を駐輪するとき，指定された場所以外の駐輪（いわ
ゆる放置駐輪）を行うことで，自身の整列駐輪の時間的負
担・労力を節約し，その結果，個人の利益（得）に還元する
事ができる．この行為は，駐輪場利用者の全体から見れば
駐輪可能台数を圧迫し，他利用者の駐輪場利用の負担が増
加する．さらに駐輪場管理者がその放置駐輪の削減対応に
かかるコストも発生する．この放置駐輪により景観悪化，
緊急車両の通行の阻害など，大規模な問題に発展する恐れ
がある．
　他の社会的ジレンマ状況と比較して，放置駐輪問題は次
のような特徴がある．
• 一般的に，個人特定には，指紋認証や静脈認証などの
高度な技術が必要である．一方，自転車の場合は，車
体番号や防犯登録番号によって第三者からの特定が容
易であり，捏造やなりすましといった偽装が費用対効
果に合わず困難である．

• 自動車の駐車違反による罰金やレッカー移動などの罰
則には手続きが必要であり実施が困難である．一方で
自転車の場合は，施錠や強制撤去などの罰則の実施が
容易である．

3. 関連研究
近年の社会的ジレンマ環境に関する先行研究の一つとし
ては，北梶・大沼 [4]が廃棄物の不法投棄をモチーフにし
たゲーミングでの例証を実施したものがある．ユーザ同士
での情報共有が十分に行われているような社会的ジレンマ
環境下では，監視と罰則による管理が非協力行動を起因す
る可能性を示唆した．一方，駐輪規範を取り扱う本研究で
は，自転車を利用するユーザ同士での情報共有が十分に行
われないという条件が異なる．
　本研究の対象である放置駐輪を題材とした研究としては
いくつかある．日高・小杉 [5]は，駐輪違反抑止の看板メッ

図 2 自転車に刻印された固有の車体番号

セージが受け手の行動に与える影響を調査し，高圧的で否
定的な内容のメッセージは，受け手の行動変容につながら
ない可能性を示唆した．この手法は 1週間程度の比較的短
期で，違反者のみでなく正規利用者にも告知を行うことで
説得効果を検証した．一方，本研究では中長期の規範の推
移を観察するため，駐輪台数を 2ヶ月間測定した．ユーザ
に告知する監視情報も，違反者の自転車に対して個別に告
知し，違反の回数に応じて段階的にメッセージを変化させ
た．
　三木谷ら [6]は，対面での説得的コミュニケーションが
駐輪規範の改善を促進することを示唆した．大学キャンパ
ス内において，注意喚起を伴うチラシ配布による対面説得
的コミュニケーションを行い，駐輪場利用者の公共心や規
範意識を活性化することによる放置駐輪の減少を確認し
た．この手法では，対面での説得を行うコミュニケーター
の必要性を強調しており，違反者に対しての告知メッセー
ジは画一的であった．一方，本研究では対面での説得を行
わず，駐輪違反の告知を非対面で行うことに焦点を当てて
いる．過去の違反履歴の告知を行うという点も異なる．
　従来研究では，比較的短期の統制された実験的アプロー
チによるものが多く，中長期にわたる参与観察的な研究は
数少なかった．さらに，監視罰則を用いて，社会的ジレン
マ状況の効果的な規範改善をもたらした研究も見られな
かった．そこで本研究では，駐輪規範の改善のために，非
対面による監視情報の告知という手法を用いる．この手法
を実践的に導入調査することにより，駐輪環境整備の方略
の創出を目指す．中長期的な視点を通して要因を分析し，
行動変容のメカニズムを解明することが，本研究の社会的
意義であるとともに本研究の特色である．

4. 提案手法:追跡情報システム
自転車を識別するためには，車体の塗色，車体の形状，
製造メーカーや防犯登録番号など様々な情報があり，警察
の自転車盗難の照会はこれらの情報を組み合わせて行う．
これら全ての情報を正確に記録し確認するには，膨大な時
間と作業量を要する．
　現在の日本で市販されている自転車には，図 2のように
１台ごとに固有の刻印が施されている．この刻印は車体番
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号と呼ばれ，自動車の識別に用いられるナンバープレート
やステッカーのように取り外したり偽造することが困難で
ある．この特徴を利用し，駐輪規範に反した自転車の車体
番号を特定し，自転車 1台ごとの追跡情報を管理するシス
テムを構築した．駐輪管理者が追跡情報システムを使用す
ることにより，指定箇所に駐輪されている自転車の過去の
違反履歴を円滑に記録，確認することが可能になる．
　システムに記録する情報は以下の通りである．追跡情報
システムに登録した違反車両は，車体番号もしくは防犯登
録番号から違反履歴を照会することが可能である．
• 自転車の車体番号
　自転車のハンドル付近，もしくはサドル下に打刻さ
れている英大文字アルファベットと数字で構成される
車体固有の記号列．

• 防犯登録番号
　法律に基づき指定団体が盗難防止を目的として交付
する記号列．防犯登録番号のフォーマットは，管理団
体ごとに異なる．登録は義務ではあるが，未登録によ
る罰則がないため防犯登録を持たない自転車も存在す
る．基本的には，「調布-A-12345」「埼玉 01-123456」の
ように地名を含む記号列で構成される．

• 違反を確認した日時と地点
　管理者が違反を確認した日時と駐輪場名．

• 違反回数およびそれに応じた車体への対応
　管理者が違反の回数に応じて行う罰則．違反回数に
応じて警告色の強化や貼付するタグ (図 3）のサイズ
を大きいものに変更し，駐輪規範の改善を図る．違反
回数 1回目の車体に対しては違反内容，違反を確認し
た日時，2回目以降の罰則を記載した黄色のタグをハ
ンドルに取り付ける．違反回数 2回目の車体に対して
は違反内容，違反を確認した日時，次回違反時に施錠
する注意喚起を記載した橙色のタグをハンドルに取り
付ける．違反回数 3回目の車体に対しては施錠を行っ
た上で，違反内容，違反を確認し施錠した日時，解錠
手続きを行う手続き方法を記載した用紙を貼付する*1．

5. 調査対象
5.1 調査地域および利用者の概要
本研究では，東京都調布市の電気通信大学キャンパス内
において，特に放置駐輪が多く見られる東 2号館前駐輪場
を対象に調査を実施した．電気通信大学のキャンパスは公

*1 なお，本研究で監視情報の告知に使用した告知タグは，強風によ
るタグの破損や降雨によるインクの滲みの影響を可能な限り低減
する必要があると考え，通常の再生紙よりも強度や防水の点で耐
性をもつ上質紙を用いた．また，先行研究 [5] から，告知用タグ
が違反者に対して否定的な印象を与えることの無いように，駐輪
違反の事実を事務的に伝達する必要最小限の文章を記載した．

図 3 調査に用いた告知用タグ

図 4 追跡情報システムの登録及び検索画面

道を挟み東地区と西地区に分かれており，東京都内に所在
する大学キャンパスとしては比較的狭小な敷地面積 (東西
地区合わせて 11.5ha)である．2015年 2月現在，キャンパ
ス内には大小合わせて 30箇所以上の駐輪場が存在し，合
計で 1200台以上の駐輪が可能である．調査対象の東 2号
館前駐輪場はキャンパス内の中心部に位置しており，学生
食堂や学大学生協，図書館を内包した 10階建ての研究棟
に囲まれた地域である．そのため，対象地域における駐輪
可能台数は 60台に設定されているが，常時 40台以上の自
転車が駐輪されている．さらに混雑時には駐輪が 80台を
超えるため，駐輪規範に反する駐輪も数多く存在する．
　自転車での通学・通勤を行う学生・教職員の他に，大学に
の講義棟移動などキャンパス内の移動用に自転車を利用す
る学生もいる．利用者の大部分が大学生および大学院生で
あることから，卒業と同時に自転車が不要になり，自転車
の所有者自らが処分を行わずに置き去りにした放置自転車
が，駐輪場を占有するという問題が発生していた．この問
題に対し大学は，長期間利用されていない事が明白な自転
車を定期的に撤去する事で対応していた．しかし，遺失物
法によって撤去後 3ヶ月の保管を義務づけられ，撤去自転
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図 5 電気通信大学キャンパス駐輪場マップ
(緑塗色部は駐輪場，赤丸部は調査地点の東 2 号館前駐輪場を示す)

車を保管する土地の広さが十分でない事から，撤去活動の
実施は年数回程度に留まっていた．この他，大学では放置
駐輪対策の取り組みとして，キャンパス内で利用する自転
車登録制度の周知，登録時に学内駐輪場を記載したチラシ
配布，駐輪規範の啓発活動や，放置駐輪の多発箇所での駐
輪禁止を明示した看板やポスターの設置を実施している．

5.2 調査対象自転車車両の概要
これまでの研究 [2]では，放置駐輪の削減効果を，駐輪
台数と放置駐輪台数の相関関係による評価で行っていた
が，本研究では，監視情報の告知による放置駐輪の削減効
果を駐輪台数，放置駐輪台数および放置駐輪率によって評
価することとした．調査対象地域に駐輪されている自転車
全体の台数を駐輪台数とする．駐輪場近辺に駐輪されてい
るが，放置駐輪の条件*2を満たす自転車の台数を放置駐輪
台数とする．駐輪台数と放置駐輪台数の関係を，放置駐輪
率として，それぞれ導出した．

6. 追跡情報システムと駐輪規範に関する調査
6.1 予備調査：システム運用前の駐輪規範
追跡情報システムの運用を行わない平常時において，駐
輪台数と違反台数がどのように推移するかを観察し，駐輪
規範の標準状態を調査した．予備調査を含む追跡情報シス
テム運用期間を，6つの Phaseに分割した．システムの運
用を行わない予備調査期間 (5/8-19)の Phase-1，システム

*2 本研究での放置駐輪は，ラックに駐輪されておらず，自転車の車
輪や本体が駐輪場の敷地の地面に接している自転車を指す．ただ
し，自転車の車輪部分が敷地内に設置されている自転車は，車輪
外周部が敷地の外にあるものでも放置駐輪とはみなさない．

運用開始期間 (5/20-7/7)の Phase-2，システム停止開始期
間 (7/8-22)の Phase-3，夏期休業期間を挟んだシステム停
止開始期間 (10/1-31)の Phase-4，学園祭前後のシステム
停止期間 (11/4-28)の Phase-5，学園祭後のシステム停止
期間 (12/2-22)を Phase-6とした．これまでの研究 [2]で
は，Phase-4までの推移を報告したが，本論文では Phase-5

および Phase-6を調査する事によって，台数の推移や規範
の持続性を調査することとした．
　対象地域の平成 26年 5月 8日 (木)から 5月 19日 (月)，
すなわち Phase-1の間の平日で，第 1限 (午前 9時 00分か
ら午前 10時 30分)，第 2限 (午前 10時 40分から午後 12

時 10分)，第 3限 (午後 13時 00分から午後 14時 30分)，
第 4限 (午後 14時 40分から午後 16時 10分)，第 6限 (午
後 17時 50分から午後 19時 20分)，第 7限 (午後 19時 30

分から午後 21時 00分)における，降雨，及び強風のない
晴天時に調査を実施した．この期間中の雨天時，土曜およ
び日曜の間は駐輪台数が大幅に減少するため分析対象から
除外している．合計 18回分の調査データを本研究の分析
対象とした．
　予備調査期間中は，説得的コミュニケーションや監視罰
則を行わない状況での駐輪環境の測定を目的とするため，
放置駐輪を行う駐輪場利用者に対し，意図的に監視情報を
含む警告や注意喚起を行わなかった．また，追跡情報シス
テムの運用は実施しなかったため，予備調査期間の駐輪違
反車体の登録も実施していない．

6.2 システム運用期間中の駐輪調査
調査対象地点の駐輪場のラックに駐輪されていない放置
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表 1 管理状態と台数の推移
Phase 1 2 3 4 5 6

運用状態 通常 運用 停止 停止 停止 停止
測定回数 18 74 25 58 41 31

平均駐輪数 57.1 50.8 51.4 48.7 49.7 48.1

平均放置数 16.1 6.49 5.62 4.73 5.19 4.13

平均放置率 0.280 0.123 0.0949 0.0936 0.100 0.0840

駐輪のうち，車道にはみ出し歩行者の通行の妨げになる自
転車を対象に追跡情報の告知を行った．告知方法は，追跡
情報システムを用いて駐輪履歴の確認・更新を行った後，
放置駐輪の回数に応じた警告タグを貼付した．また，警告
回数が期間内に累計 3回以上に及んだ放置駐輪の自転車に
対しては，管理者がタイヤ施錠措置を実施した．追跡情報
の告知を実施した期間は，Phase-2にあたる 5月 20日 (火)

から 7月 7日 (月)間の平日で，予備調査と同様に駐輪台数
と放置駐輪台数の調査を実施した．

6.3 システム運用停止後の駐輪調査
追跡情報システムの停止期間中でも駐輪規範がどのよう
に変化するかを調査するため，予備調査と同様に違反車両
に対しての告知を行わず，その期間中の駐輪台数と放置駐
輪の台数調査を実施した．期間は Phase-3から Phase.6(7

月 8日から 12月 22日)の間の平日で，予備調査と同様に
駐輪台数と放置駐輪台数の調査を実施した．ただし，夏期
休業期間は駐輪場利用者が大幅に減少し，学園祭準備及び
実施期間は駐輪場利用者が大幅に増加すると考えられるた
め，夏期休業期間中の 8,9月，ならびに，11月 20日から
11月 26日における学園祭準備及び実施期間の 1週間の調
査は実施しなかった．

7. 調査結果と考察
駐輪台数と放置駐輪台数の時間的変化の調査結果と考察
について記述する．

7.1 放置駐輪の時間的推移について
表 1に示す平均駐輪数，平均放置数および平均放置率を
比較する．追跡情報システムの運用前と運用中の数値を比
較すると，駐輪数は僅かながら相違が見られ，放置数およ
び放置率は大きな相違があることが明らかになった．また
追跡情報システムの運用中と運用後の停止期間中の数値を
比較すると，駐輪数，放置数および放置率は時間の経過と
ともに微量の減少が見られるものの，大きな相違は見られ
ないことが明らかになった．この結果から，追跡情報シス
テムによる駐輪管理が駐輪規範の改善に寄与していると考
えられる．
　この放置駐輪減少の持続性は，対面でのチラシ配布によ
る説得的コミュニケーションを活用した放置駐輪削減の先
行研究 [6]と同種の傾向を示している．先行研究ではチラ

図 6 Phase-1 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

図 7 Phase-2 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

図 8 Phase-3 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

シ配布による説得的コミュニケーション施策を継続して行
う事により，規範の維持を実現している．一方，本研究で
は追跡情報システムの停止期間にも規範の維持が見られ
る．このことから，追跡情報システムを用いた駐輪規範の
改善は，先行研究と比較してもより有効的であった可能性
を示唆するものと考えられる．　駐輪数の減少分よりも放
置数の減少分がより多いことに関しては，いくつかの理由
が考えられる．追跡情報システムの告知によって放置駐輪
者が駐輪規範を改善したという可能性が考えられる他，放
置駐輪者が別の地域に駐輪するようになった可能性，移動
の方法を自転車から徒歩へ切り替えた可能性等，様々な可
能性が考えられる．本調査のデータからは明らかにするこ
とができないため，今後の調査検討が必要になる．
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図 9 Phase-4 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

7.2 予備調査期間の駐輪分布
放置自転車と駐輪の関係性を調べるために，各 Phaseご
との駐輪総台数（横軸）と放置駐輪率（縦軸）を散布図に
表した．この散布図を各 Phaseごとに表し，それぞれの期
間の駐輪規範の傾向の差異を調べた．予備調査期間である
Phase-1中の駐輪台数と放置駐輪率の分布を図 6に示す．
　図 6に示すように，駐輪台数は最大 70台を超えており，
比較的駐輪台数が少ない時でも 45台を下回ることはなかっ
た．放置駐輪台数は平均して 16.1台であった．駐輪台数
が増加するにつれて放置率も増加するものの，駐輪台数が
比較的少ない時も放置率が 50%を超えることがあるという
傾向が見られた．

7.3 システム運用期間中の駐輪分布
次に，追跡情報システム運用期間である Phase-2中の駐
輪台数と放置駐輪率の分布を図 7に示す．．図 7より，追
跡情報システム運用期間の開始 1ヶ月では，混雑時の駐輪
台数は最大 70台近くに及ぶが，比較的駐輪台数が少ない時
は 30台を下回ることがあった．平均駐輪台数は 50.8台，
放置駐輪台数は平均して 6.49台であった．駐輪台数が少
ない時は放置駐輪率も少なく，駐輪台数が増加するにつれ
て放置駐輪率も合わせて増加する傾向が見られた．

7.4 システム停止期間中の駐輪分布
追跡情報システムの停止期間中の駐輪台数と違反台数の
分布，寄与率と近似直線を図 8，図 9，図 10および図 11

に示す．これまでの研究 [2]では取り組みから 1ヶ月後の
推移 (Phase4)までの調査に留まっていたが，追跡情報シ
ステム運用停止期間の分布を示した Phase-3から 6のいず
れの期間でも，駐輪台数および放置駐輪率がほぼ同水準で
推移していることがわかる．平均駐輪台数は 50台前後で，
平均放置駐輪率はシステム運用から 3 ヶ月以上経過した
Phase6を含め常に 10%以下であった．

8. 駐輪規範に関する質問紙調査
　自転車利用者の心理的動向の把握を目的として，自転

図 10 Phase-5 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

図 11 Phase-6 の駐輪台数と放置駐輪率の分布

車利用動向に関する質問紙調査を実施した．この質問紙調
査に先立ち，電気通信大学構内の駐輪環境に関する意識調
査とレンタサイクルに対する印象評定のための調査用紙
を作成した．調査対象者は電気通信大学に在籍する大学生
298名とした．調査時期は 2014年 12月初週，電気通信大
学にて開講されたキャリアデザインの講義中の複数講義に
回答を依頼した．
　この質問紙調査では，自転車利用の有無，使用目的と頻
度，利用規制の必要性，主な走行経路，マナー改善の必要
性などの質問項目を設けた．このような質問に答える事に
よって，上記に実施した追跡情報システムの適用範囲が主
走行経路であると回答した利用者と，主走行経路でない回
答者との意識の差異を比較する．その比較により，追跡情
報システムが利用者の駐輪規範意識に及ぼす影響を明らか
にする事を企図している．

8.1 質問紙回答者全体の集計結果
質問紙調査回答者の自転車利用率の項目である図 12を
見ると，現在学内で自転車を利用していると回答したの
は 181名で 61%，利用していないと回答したのは 110名で
37%，今後利用したいと回答したのは 7名で 2%であった．
このことから，学内で自転車を利用しているのはおよそ 6

割，利用していない学生がおよそ 4割であることがわかっ
た．
　学内で自転車を利用していると回答した 181名の，利用
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図 12 自転車利用率

図 13 自転車利用経路

図 14 学内の駐輪マナー (東 2 ユーザ:115 名)

図 15 学内の駐輪マナー (東 2 ユーザ以外:115 名)

経路に関する設問の回答は図 13の通りである．西地区か
ら東地区学生食堂間の移動と回答したのは 115名で 64%と
最も多く，東地区内の駐輪場から東地区学生食堂が 3名の
2%，東地区内移動が 14名で 8%，西地区内移動が 18名の
10%，サークル棟への移動が 17名の 9%であった．
　ここで学内の駐輪場マップ図 5を参照すると，東地区
学生食堂に最も近い駐輪場が東 2号館北駐輪場である事，
東地区学生食堂に 2番目に最寄りの駐輪場が東 1号館駐輪
場であるが，西地区への自転車移動を考えると，西地区か
ら遠方に位置する東 1号館駐輪場は遠回りとなってしまい
中継地点として適さない事がわかる．この 2点を踏まえる
と，西地区から東地区学生食堂間への移動が主であると回
答した自転車利用者は，東 1号館駐輪場ではなく東 2号館
駐輪場を利用していると考えられる．さらに，追跡情報シ
ステムの運用地点が東 2号館北駐輪場である．これらの情
報を統合すると，学内で自転車を利用していると回答し，
かつ，主な自転車移動経路が西地区と東地区学生食堂間と
回答した 115名が，追跡情報システムの運用で駐輪規範に
影響を受けたユーザであると考えられる．この 115名と，
その他ユーザ 183名との回答の差異を比較検討する．便宜
上この 115名を，システム運用箇所の名称から東 2ユーザ
と呼称することとする．

8.2 東 2ユーザに着目した質問紙調査の集計結果と考察
学内の駐輪マナーについての所感に関する設問の集計結
果である図 14および図 15を見る．先ほどの東 2ユーザ
の 115 名に着目して，駐輪マナーの設問を再度集計する
と，良いと回答したのは 14名で 12%，普通と回答したの
は 62名で 53%，不満であると回答したのは 39名の 34%で
あった．対して東 2ユーザ以外の 183名に着目すると，良
いと回答したのは 11名で 6%，普通と回答したのは 76名
で 42%，不満であると回答したのは 93名の 51%であった．
　この回答の差は，1ヶ月半にわたる追跡情報システムの
運用が東 2ユーザに与えた心理的影響が大きいと考えられ
る．追跡情報システム運用以前は，駐輪違反ユーザに対し
て施錠の措置も行わず，また違反車両に行う罰則も違反回
数に関係なく，規範改善を促す文面のタグを用いた啓発活
動を行うのみであった．追跡情報システム運用以降の違反
車両は，その違反の回数に対応して段階的に罰せられてい
た．そのため，実際に駐輪違反行動を起こしたユーザには，
運用以前よりも規範を省みなければならないという心理
的な負荷が働いたと考えられる．追跡情報システムの運用
は，運用対象の駐輪場が統治されており，駐輪違反行動は
厳格に罰せられるというイメージを駐輪場利用者に与え，
その結果，駐輪マナーが良いと回答するユーザを増加させ
た事に繋がったと考えられる．
　管理者が駐輪違反車両に警告タグを貼付し，再犯回数の
多い車両を施錠することにより，東 2ユーザ自身の駐輪規
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範を見直すことを促進させた．この取り組みは東 2ユーザ
へ大きな心理的影響を与え，結果的に規範意識の向上を促
したと考えられる．このことから，追跡情報システムの運
用箇所では，利用者自身も駐輪マナーの改善傾向を実感し
ていると考えられる．

9. おわりに
本研究で提案した追跡情報システムの放置駐輪抑制効果
と，今後の課題について述べる．

9.1 規範改善効果のまとめ
本研究で提案した追跡情報システムは，駐輪管理者に対
して，効率的に違反履歴の情報を提供することにより，駐
輪場利用者の規範改善を促進させる．管理者は，タブレッ
トやスマートフォンを用いて追跡情報システムを運用する
ことで，従来では即時に知り得なかった個別の違反履歴を
その場で確認し，対象車両の違反頻度によって適切な対応
を取ることができる．
　追跡情報システムが駐輪の規範に与える影響を調査する
ため，都内の理工系大学構内の駐輪場を対象に，6ヶ月以
上の期間で継続的に導入検証を実施した．その結果，シス
テム運用による放置駐輪の大幅な減少傾向を確認した．先
行研究 [2]では，取り組み終了後の規範の持続性が 1ヶ月
程度であることが報告されていたが，本研究での駐輪規範
改善は，システムの運用停止後 3ヶ月も効果が持続するこ
とを確認できた．このことから，監視情報の告知を利用す
ることで，駐輪行動の中長期にわたる規範改善につながる
可能性があると考えられる．質問紙調査の結果からも，駐
輪場利用ユーザも規範改善を実感している事実が明らかに
なった．
　本研究では，利用者自身の違反行動の履歴情報を個別に
通知する手法を用いた．この手法は利用者個人の規範意識
の改善に寄与して，個々の規範意識を高め，駐輪規範を改
善することができた．本研究で運用した追跡情報システム
は，放置駐輪行動の抑制という限定的な環境下でのみ有用
であった．しかし，実際の社会場面における駐輪行動以外
の社会的ジレンマ状況でも，「誰が」，「いつ」，「どこで」違
反を行ったかの情報を取得し，告知する事により，違反行
為の抑止，規範意識の改善につながる可能性もあると考え
られる．

9.2 今後の課題
本研究で検討しきれなかった課題も多々ある．検討課題
のひとつとして地理的特性がある．本研究の調査対象の駐
輪場は，常時比較的混雑度の少ない無料の代替駐輪場が近
隣 50メートル以内に存在する．そのために代替駐輪場が
存在しない場合や，代替駐輪場が有償であった場合の規範
の改善度は，本研究で明らかになった数値よりも低くなる

と考えられる．代替の駐輪場が付近に存在しない場合にお
いて，追跡情報システムが有効に機能するか否かの検証を
実施する予定である．
　調査期間が 5月から 12月中であることから，梅雨による
降雨や台風など気候の変動の影響も少なくないと考えられ
る．雨天を含む悪天候時には，駐輪台数が大幅に減少する
ことが容易に想像できるため，本研究では降雨の際のデー
タは除外しているが，降雨から時間経過の少ない晴天時の
データは含まれている．そのため，天候が安定している時
期の駐輪規範変化の傾向の効果についても検討していく必
要がある．
　本研究では，駐輪場利用者の心理的分析や種類分けを
行っていない．例えば，恒常的に駐輪規範を遵守する正規
利用者，常習的に駐輪違反を行う者や，常習的に違反を
行っていないが潜在的に駐輪違反を行う可能性のある利用
者などの種類分けを行うことができる．そして，それぞれ
の利用者タイプの駐輪行動に，追跡情報システムがどのよ
うに影響するのかを調査し，利用者に適した告知システム，
規範改善の促進も今後の課題である．今後，駐輪場利用者
の心理的背景を捉えるために，放置駐輪の頻度が多い駐輪
場利用者に対しては，直接の面接法を用いて放置駐輪を行
う心理的背景を調査する予定である．
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